
１　総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
      ２　職員数は、２１年４月１日現在の人数です。

（３）特記事項

（４）ラスパイレス指数の状況（２２年４月１日現在）

　　　　　　％

275,112

　　　　　千円

　　　　　千円

　　計　　Ｂ 給与費 B/A

一人当たり

千円

（参考）類似団体平均

期末・勤勉手当 一人当たり給与費

44,496

千円

2,609,660 5,891 5,863

人　

人 千円

24,471,713

千円

給　 料 職員手当

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

千円

　　　　　　Ｂ

職員数

　　　　　　Ａ

２１年度

人 件 費

Ｂ／Ａ

人 件 費 率区　　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（２１年度末）

区　　分

15.8

２１年度 　　　　　　　千円 　　　　　千円

3,865,594

実 質 収 支

Ⅰ　嘉麻市の給与・定員管理等について

443 1,730,064 228,667 650,929

105

1

（注）１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
 　　　

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

99.1

96.4

98.8

90

95

100

105

嘉麻市 類似団体平均 全国市平均
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２２年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、２２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

331,561

284,514

364,759387,402

―国

類似団体

福岡県

338,783

41.1

280,370

289,433

49.3

44.3

48.6

49.3

嘉麻市

う ち 清 掃 職 員

う ち 用 務 員

う ち 学校給食職員

395,666

343,755

353,294

平均給与月額

（国ベース）

348,417

375,935類似団体 43.3 326,813

区　　分 平均給与月額

43.4

325,579

384,028

43.7 339,950

―

平均給与月額平均給与月額平 均 年 齢 平均給料月額

47.6

333,071

325,061

国 41.9

嘉麻市

福岡県

46.8

平 均 年 齢

区　　分

平均給料月額

330,237 319,997

322,291

306,912

424,247 381,330

（国ベース）

353,557

308,295

313,967

357,959

314,558

313,967

358,038

2

（注）１　「平均給料月額」とは、２２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外　　　　　 
　　　　勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において
　　　　明らかにされているものです。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計

　　　　算したものです。

（2) 職員の初任給の状況（２２年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 －

円 円 －

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２２年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

Ⅲ種　140,100

国

356,260305,100

―

区　　　　　分 嘉　麻　市

大　学　卒

125,400

161,600

高　校　卒 140,100 144,500

279,400

経験年数２０年経験年数１５年

125,400

経験年数１０年

大　学　卒

（注）経験年数は、国家公務員と同じ「経験年数換算表」で算定したもので、単なる在職年数ではあ
り
      ません。

308,350

一般行政職 178,800

福　岡　県

Ⅱ種　172,200

137,500高　校　卒

区　　　　分

中　学　卒

137,200技能労務職

一般行政職 262,000

高　校　卒

― 346,800―技能労務職

中　学　卒 ―

高　校　卒

――
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（２２年４月１日現在）

（注）１　嘉麻市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

４　職員の手当の状況

人

28.9

１　　級

標準的な職務内容

７　　級

４　　級

26

人

2

8.4

％

％

44

６　　級

５　　級

課長、室長、局長

課長補佐、室長補佐、参事補佐、統括係長
％

人

8

％

職員数 構成比

人

90

0.3

区　　分

主事

２　　級

３　　級

係長、主査

主任

主任主事

人

1

140

人

％

2.6

14.2

人

％

45.0

％

部長、福祉事務所長、次長
0.6

3

４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

２１年度支給割合 ２１年度支給割合 ２１年度支給割合

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

加算措置の状況 加算措置の状況 加算措置の状況

（注）(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

―１人当たり平均支給額（２１年度）

1.40

0.71.5

2.75

1.5

1.40

0.7

１人当たり平均支給額（２１年度）

1,647 1,672

2.75 1.40

0.7

嘉　　　　　麻　　　　　市 福　　　　　岡　　　　　県 国

職制上の段階、職務の級等による加算措置
　・役職加算　　　５％～１５％

2.75

1.5

職制上の段階、職務の級等による加算措置
　・役職加算　　　５％～２０％
　・管理職加算　１０％～２５％

職制上の段階、職務の級等による加算措置
　・役職加算　　　５％～２０％
　・管理職加算　１０％～２５％
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（2) 退職手当（２２年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２１年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (3) 地域手当（２２年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

 (4) 特殊勤務手当（２２年４月１日現在）

千円

定年前早期退職特例措置　２％～２０％加算

（注）平成２０年４月より、支給率は０％に改定されました。
　　　平成２１年４月より、派遣職員に、派遣地域（福岡市）の率で地域手当を支給しています。

支給対象

主な支給対象職員及び支給対象業務

―

2

47.50

手当の名称

支給職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算） 302,960

59.28

支給対象職員数 国の制度（支給率）

0

59.28

59.28

30.55

33.50 41.34

23.5030.55

59.28

59.28

―

国

47.50

定年前早期退職特例措置　２％～２０％加算

33.50

23.50

41.34

支給率

手当の種類（手当数）

―

嘉　　　　　　　　　　　麻　　　　　　　　　　　市

―

支給実績（２１年度決算）

左記職員に対する支給単価

59.28

24,709

支給実績（２１年度決算） 303

167

4

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

   感染症患者及び周辺の消毒に従事する職員

主な支給対象職員及び支給対象業務

１件当たり　　５００円

手当の名称

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ １ 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ ２ ０ 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ０ 年 度 決 算 ）

96,537

支 給 実 績 （ ２ １ 年 度 決 算 ）

232

左記職員に対する支給単価

１件当たり３，０００円行旅死亡人取扱手当

95,139

   行旅死亡人取扱作業職員

危険手当

234

4



（6) その他の手当（２２年４月１日現在）

円

円

支給職員１人当たり
平均支給年額（２１年度決算）
（２１年度決算）

204,53226,794 千円
持家居住
者
への支給

支給実績
内容及び支給単価

国の制度
異なる内容との異同
国の制度と

手　当　名

212,152千円51,553扶養手当

住居手当

同

異

１．配偶者　１３，０００円

２．配偶者以外
　　１人につき　　　６，５００円
　　配偶者がない場合
　　１人につき　　１１，０００円

　満１６歳の年度初めから
満２２歳の年度末までの子
　　１人につき５，０００円加算

１．借家、借間居住者
　（最高限度額）２７，０００円

２．持家居住者　　２，５００円
　（新築等の日から５年を経
過する間に限定）

5

円

円

円同 8,688千円

勤務１回につき
１．部長級　　８，０００円
２．課長級　　６，０００円
３．課長補佐級　４，０００円

147

387,68121,710

55,69121,051

管理職員特別勤務手当

　　定率制
（国は定額
制）

千円

千円

管理職手当 異

給料額の
１．部長　　 　　１００分の１２
２．次長　　　１００分の１１
３．課長級　　　１００分の１０
４．課長補佐
　　室長補佐　　１００分の８

平成１９年４月より、それぞ
れ２０％減額

１．交通機関利用者
　　運賃相当額
　　　　　　　最高５５，０００円

２．交通用具使用者
　　　片道２㎞以上２，０００円
　　　～最高２４，５００円

通勤手当 同

5



５　特別職の報酬等の状況（２２年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分 （役職加算　２０％）

月分 （役職加算　２０％）

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

７６５，０００円×在職月数/１２×５１０/１００市 長退

765,000 259,000

249,000

940,000

　　（２１年度支給割合）

副 市 長

議 員

議 長

市 長

230,000

180,000

任期満了時（任期毎）

給 料 月 額 等

750,000

200,000

給

料

545,000

（参考）類似団体における最高／最低額

391,000

474,000

619,200

副 議 長

副 市 長

議 員

期
末
手
当

報

酬

　　（２１年度支給割合）

3.10

348,000

3.10副 議 長

329,000

議 長

市 長

区 分

450,000

１５，６０６，０００円

6

７６５，０００円×在職月数/１２×５１０/１００

６１９，２００円×在職月数/１２×３００/１００

(注）　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
         勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

備　　　　考

市 長退
職
手
当

任期満了時（任期毎）７，４３０，４００円副 市 長

任期満了時（任期毎）１５，６０６，０００円
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６　職員数の状況
（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

人口1,000人当たり職員数 人

人口1,000人当たり職員数 人

人口1,000人当たり職員数 人
490

主な増減理由

＜参考＞

429

69

[    607    ］

444

73

44

△ 2

△ 1

8.0

9.6

0

6

平成２１年

職 員 数

平成２２年

消防部門

[    510    ］

0

△ 11

△ 21

39

△ 4

13

01

0

0

0

対前年
増減数

0

88

24

23

371

6

△ 17
10.60

＜参考＞

△ 2

計

商工

農林水産

360

民生

議会

90

24

公
営
企
業
等

普
通
会
計
部
門

総務

労働

税務

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

土木

小　計

水道

22

22

小　計

合　　計

会
計
部
門

473

その他

9

39

8

23

教育部門

一
般
行
政
部
門

衛生

25

0

154

36 23

133

25

1

△ 1
（類似団体の人口1,000人当たり職員数9.6人）　

＜参考＞

△ 1

△ 15

46

（類似団体の人口1,000人当たり職員数　7.3人）

7

人口1,000人当たり職員数 人
（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

（2)年齢別職員構成の状況（２２年４月１日現在）

　

31歳

[    607    ］

32歳

〜〜

23歳 47歳 51歳43歳

48歳 60歳44歳

人

27歳

人

39歳

人

計

55歳

〜

以上

人

56 57

〜

[    510    ］

人

59歳

人人

〜〜 〜

40歳

10.60

52歳 56歳

未満

〜 〜

20歳

区　分

人

20歳 24歳 28歳

〜

35歳

641 13
職員数

人人

33 691 89

人

10 473

36歳

人

4832

人

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100
構成比

構成比

%
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(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成２３年４月１日～平成２７年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

７　公営企業職員の状況
(1)　水道事業
  　① 職員給与費の状況
ア　決算

職員給与費

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。
      ２　職員数は、２１年３月３１日現在の人数です。

職員数

期末・勤勉手当職員手当

純減率純減数

区　　分

Ａ  Ｂ　

％

25.1

千円　

154,380

２１年度 　　　　千円

615,751

　　　　　　Ａ

千円　

千円

給　 料

区　　分

23

職員数

平成23年4月1日

職員数

平成27年4月1日

千円

　　　　給与費 　　B/A

　質収支 職員給与費比率

総費用に占める

一人当たり給与費

（参考）団体平均一人当たり

　　　　　　Ｂ／Ａ

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

94,180

千円

10,562 35,936

　　計　　Ｂ

純損益又は実

54,986

140,678

２１年度 人 千円

457 400

総費用

6,116

千円　　　　　千円

△ 12.5△ 57

8

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２２年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

２１年度支給割合 ２１年度支給割合

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

１人当たり平均支給額（２１年度）

43.9

0.70

339,586

平　均　年　齢

嘉 麻 市

0.70

職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算

2.75

団 体 平 均

2.75 1.40

1.5

　　　　　　区　　分 平均月収額

1,562

嘉 麻 市

団 体 平 均

職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　５％～１５％

1.5

１人当たり平均支給額（２１年度）

基本給

1.40
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イ　退職手当（２２年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

ウ　地域手当（２２年４月１日現在）

千円

   円

一般行政職の制度（支給率）

％ 人 0 ％

エ　特殊勤務手当（２２年４月１日現在）

千円

支給率支給対象 支給対象職員数

定年前早期退職特例措置　２％～２０％加算

0支給実績（２１年度決算）

（注）平成２０年４月より、支給率は０％に改定されました。

定年前早期退職特例措置　２％～２０％加算

－ -

支給職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算） 0

59.28

23.50

59.28

47.50 59.28

59.28

30.55

国

33.50 41.34

嘉　　　　　　　　　　　麻　　　　　　　　　　　市

なし 0 0

0支給実績（２２年度決算）

59.28

41.34

23.50

33.50

59.2847.50

30.55

9

　円

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

191

支 給 実 績 （ ２ ０ 年 度 決 算 ） 6,748

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ０ 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ ２ １ 年 度 決 算 ）

手当の種類（手当数）

3,829

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ １ 年 度 決 算 ）

321

0支給職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算）

0
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カ　その他の手当（２２年４月１日現在）

円

円住居手当

内容及び支給単価

１．借家、借間居住者
　（最高限度額）２７，０００円

２．持家居住者　　２，５００円
　（新築等の日から５年を経
過する間に限定）

１．配偶者　１３，０００円

２．配偶者以外
　　１人につき　　　６，５００円
　　配偶者がない場合
　　１人につき　　１１，０００円

　満１６歳の年度初めから
満２２歳の年度末までの子
　　１人につき５，０００円加算

同 298,208

（２１年度決算）

一般行政
職の制度と
の異同

異 870 千円 173,900
持家居住
者
への支給

扶養手当

一般行政
職の制度と
異なる内容

千円3,579

手　当　名 （２１年度決算）
支給実績

平均支給年額
支給職員１人当たり

10

円

円

円0同

　　定率制
（国は定額
制）

千円

通勤手当

１．交通機関利用者
　　運賃相当額
　　　　　　　最高５５，０００円

２．交通用具使用者
　　片道２㎞以上２，０００円
　　～最高２４，５００円

夜間勤務手当

351,143管理職手当 1,053 千円

給料額の
１．部長　　 　　１００分の１２
２．次長　　　１００分の１１
３．課長級　　　１００分の１０
４．課長補佐
　　室長補佐　　１００分の８

平成１９年４月より、それぞ
れ２０％減額

異

0

正規の勤務時間が深夜にわ
たる職員に支給
　・勤務1時間あたりの給与
額×25/100×午後10時から
翌日午前5時までの勤務時
間数

58,6141,231 千円同
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